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第一章　総則

（目的）

第一条　この法律は、炭鉱労働者の業務上の一酸化炭素中毒症に関し、適正な予防及び健

康管理の措置を講ずるとともに、一酸化炭素中毒症にかかつた炭鉱労働者に対して必

要な災害補償等を行ない、もつて炭鉱労働者の福祉の増進に寄与することを目的とす

る。

（定義）

第二条　この法律において「一酸化炭素中毒症」とは、一酸化炭素による中毒及びその続

発症をいう。

２　この法律において「炭鉱労働者」とは、石炭鉱業に従事する労働基準法（昭和二十二

年法律第四十九号）第九条に規定する労働者であつて労働省令で定めるものをいう。

３　この法律において「被災労働者」とは、石炭鉱業を行なう事業場においてガス又は炭

じんの爆発その他労働省令で定める事由により一酸化炭素が発生した際業務上の必要

によりその発生に係る場所におり、又はその後業務上の必要により当該場所に立ち入

つた炭鉱労働者であつて労働省令で定めるものをいう。

４　この法律において「使用者」とは、炭鉱労働者を使用する労働基準法第十条に規定す

る使用者をいう。

第二章　予防及び健康管理

（使用者及び炭鉱労働者の義務）

第三条　使用者及び炭鉱労働者は、一酸化炭素中毒症に関し、労働基準法及び鉱山保安法

（昭和二十四年法律第七十号）の規定によるほか、一酸化炭素の発生及びこれによる

中毒を防止するため、作業環境に関する条件の整備、関係労働者全員についての防護

その他適切な措置を講じなければならない。

（教育）



第四条　使用者は、労働基準法及び鉱山保安法の規定によるほか、炭鉱労働者に対して、

一酸化炭素の発生の防止、発生後の避難及び応急措置並びに健康管理のために必要な

教育を行なわなければならない。

（健康診断）

第五条　使用者は、第二条第三項の事由により一酸化炭素が発生したときは、遅滞なく、

被災労働者に対し、一酸化炭素中毒症に関する健康診断（以下「健康診断」という。）

を行なわなければならない。

２　使用者（炭鉱労働者が第二条第三項に該当することとなつた時に当該労働者を使用し

ており、かつ、現にこれを使用している使用者に限る。以下この章において同じ。）は、

次の各号に掲げる被災労働者に対して、それぞれ当該各号に掲げる期間以内ごとに一

回、定期的に、健康診断を行なわなければならない。ただし、第一号の被災労働者に

ついては決定があつた日から一酸化炭素中毒症にかかることなく二年を経過したとき、

第二号の被災労働者については認定があつた日から一酸化炭素中毒症によりその正常

な心身の機能がそこなわれることなく二年を経過したときは、この限りでない。

一 　前項の健康診断（これに係る第八項の健康診断を含む。）の結果を基礎として第

七条第一 項の規定により健康管理の区分が管理一と決定された被災労働者　三月

二　 第十二条第一項の認定を受けた被災労働者　六月

三　 第七条第一項（第九条第三項及び第十条第二項において準用する場合を含む。）

の規定により健康管理の区分が管理二と決定された被災労働者（前号に該当する者

及び一酸化炭素中毒症により療養中の者を除く。）　六月

３　健康診断は、一般検査及び精密検査によつて行なうものとする。

４　前項の一般検査は、次の方法によつて行なうものとする。

一　精神神経症状に関する問診による検査

二　胸部エックス線写真（直接撮影による胸部全域のエックス線写真をいう。）による

検査

三　運動機能検査

四　尿検査

五　血圧、視力その他労働省令で定める事項の検査

５　前項第一号及び第三号から第五号までの検査の方法は、労働省令で定める。

６　第三項の精密検査は、同項の一般検査の結果、一酸化炭素中毒症にかかつている疑い

がある被災労働者について、次の方法によつて行なうものとする。

一　脳波検査

二　心電図検査

三　心理試験による検査

四　前各号に定めるもののほか、労働省令で定める事項についての検査

７　前項各号の検査の方法は、労働省令で定める。



８　使用者が指定した医師の行なう健康診断を受けることを希望しない被災労働者は、他

の医師の行なう健康診断を受け、その結果を証明する書面その他労働省令で定める物

件を使用者に提出しなければならない。

９　使用者は、健康診断を行なつた場合においては、その限度において、労働基準法第五

十二条第一項の健康診断を行なわなくてもよい。被災労働者が前項の規定により他の

医師の健康診断を受けた場合においても、同様とする。

（健康診断の結果を証明する書面等の提出）

第六条　使用者は、健康診断を行なつたとき、又は前条第八項の規定により物件が提出さ

れたときは、遅滞なく、当該被災労働者について、健康診断の結果を証明する書面、

第二条第三項に該当することを証明する書面その他労働省令で定める物件を都道府県

労働基準局長に提出しなければならない。

（健康管理の区分の決定）

第七条　都道府県労働基準局長は、前条の規定により物件が提出されたときは、これらを

基礎として、第三十四条第一項の地方一酸化炭素中毒症診査医の診断又は審査により、

当該被災労働者について、次に掲げるところにより、一酸化炭素中毒症に関する健康

管理の区分（以下「健康管理の区分」という。）の決定をするものとする。

一　管理一　一酸化炭素中毒症にかかつていないと認められるもの

二　管理二　一酸化炭素中毒症にかかつていると認められるもの

２　都道府県労働基準局長は、前項の規定により管理二の決定をする場合において、その

症状が軽度であるときは、あわせてその旨の認定をするものとする。

３　第一項の決定及び前項の認定について必要な基準は、労働省令で定める。

４　前項の労働省令は、あらかじめ、第二十八条の一酸化炭素中毒症医療対策審議会の意

見をきいて、これを制定する。

５　都道府県労働基準局長は、第三十四条第一項の地方一酸化炭素中毒症診査医の意見に

より、一酸化炭素中毒症にかかつている疑いがある被災労働者について、第一項の決

定を行なうため必要があると認めるときは、使用者に対し、期日又は方法を指定して

労働省令で定める範囲内の検査を行なうべきことを命ずることができる。

６　使用者は、前項の規定による命令を受けて検査を行なつたときは、遅滞なく、都道府

県労働基準局長に、当該検査の結果を証明する書面その他その指定する当該検査に係

る物件を提出しなければならない。

（通知）

第八条　都道府県労働基準局長は、前条第一項の決定（同条第二項の認定を含む。）をし

たときは、労働省令で定めるところにより、その旨を当該使用者に通知するとともに、

遅滞なく、第六条又は前条第六項の規定により提出された物件を返還しなければなら

ない。

２　使用者は、前項の規定による通知を受けたときは、遅滞なく、その内容を当該被災労



働者に通知しなければならない。

（随時申請）

第九条　被災労働者は、何時でも、健康診断を受けて、都道府県労働基準局長に健康管理

の区分を決定すべきことを申請することができる。

２　前項の規定による申請は、健康診断の結果を証明する書面、第二条第三項に該当する

ことを証明する書面その他労働省令で定める物件を添えてしなければならない。

３　第七条及び前条第一項の規定は、第一項の規定による申請があつた場合に準用する。

この場合において、第七条第五項及び第六項中「使用者」とあるのは「申請者」と、

前条第一項中「当該使用者」とあるのは「申請者及び当該申請者を使用する使用者」

と読み替えるものとする。

第十条　使用者は、何時でも、被災労働者について、健康診断を行ない、都道府県労働基

準局長に健康管理の区分を決定すべきことを申請することができる。

２　前条第二項の規定は前項の規定による申請に、第七条及び第八条の規定は前項の規定

による申請があつた場合に準用する。

（回復の認定の申請）

第十一条　使用者は、何時でも、第七条第一項（第九条第三項及び前条第二項において準

用する場合を含む。第十八条第一項第一号並びに第二十一条第一項第一号及び第二号

を除き、以下この章において同じ。）の規定により健康管理の区分が管理二と決定され、

かつ、その決定のつど第七条第二項の認定を受けている被災労働者について、健康診

断を行ない、都道府県労働基準局長に、その者の正常な心身の機能を回復したことに

ついての認定をすべきことを申請することができる。

２　前項の被災労働者は、何時でも、健康診断を受けて、都道府県労働基準局長に、正常

な心身の機能を回復したことについての認定をすべきことを申請することができる。

３　前二項の申請は、健康参断に関する書類その他の物件で労働省令で定めるものを添え

てしなければならない。

（回復の認定）

第十二条　都道府県労働基準局長は、前条第一項又は第二項の規定により認定の申請があ

つたときは、第三十四条第一項の地方一酸化炭素中毒症診査医の診断又は審査により、

認定に関する処分をするものとする。

２　前項の認定の基準に関し必要な事項は、労働省令で定める。

３　第七条第四項の規定は前項の労働省令を定める場合に、同条第五項及び第六項の規定

は第一項の認定に関する処分をする揚合に、第八条の規定は前条第一項の申請に対し

第一項の認定に関する処分をした場合に、第八条第一項の規定は前条第二項の申請に

対し第一項の認定に関する処分をした場合に、それぞれ準用する。この場合において、

第七条第五項及び第六項中「使用者」とあるのは「申請者」と、前条第二項の申請に

対し認定に関する処分をした場合に関しては、第八条第一項中「当該使用者」とある



のは「申請者及び当該申請者を使用する使用者」と読み替えるものとする。

（健康管理手帳）

第十三条　都道府県労働基準局長は、労働省令で定めるところにより、第七条第一項の決

定があつた被災労働者に対して、健康管理手帳を交付しなければならない。

２　健康管理手帳の交付を受けた者は、その交付を受けた後、健康診断を受け、又は第八

条第二項（第十条第二項及び前条第四項において準用する場合を含む。）若しくは第九

条第三項若しくは前条第四項において準用する第八条第一項の規定による通知を受け

たときは、労働省令で定めるところにより、そのつど、健康管理手帳に必要な事項の

記載を受けなければならない。

３　前二項に規定するもののほか、健康管理手帳に関し必要な事項は、労働省令で定める。

（記録）

第十四条　使用者は、労働省令で定めるところにより、その行なつた健康診断及び第五条

第八項の規定による健康診断に関する記録を作成し、これを五年間保存しなければな

らない。

（不服申立て）

第十五条　第七条第一項の決定又は同条第二項の認定若しくは第十二条第一項の認定に関

する処分についての審査請求における審査請求書には、行政不服審査法（昭和三十七

年法律第百六十号）第十五条に規定する事項のほか、労働省令で定める事項を記載し

なければならない。

２　前項の請求書には、労働省令で定めるところにより、当該決定又は認定に関する処分

に係る物件及び証拠となる物件を添附しなければならない。

第十六条　前条第一項の審査請求の裁決は、第三十四条第一項の中央一酸化炭素中毒症診

査医の診断又は審査によりするものとする。

２　労働大臣は、前条第一項の審査請求について、当該決定又は不認定の処分を取り消す

旨の裁決をするときは、裁決で、被災労働者について、決定又は認定をするものとす

る。

３　第七条第五項及び第六項の規定は、前条第一項の審査請求があつた場合に準用する。

この場合において、これらの規定中「地方一酸化炭素中毒症診査医」とあるのは「中

央一酸化炭素中毒症診査医」と、「使用者」とあるのは「審査請求人」と読み替えるも

のとする。

４　労働大臣は、裁決をしたときは、前条第二項の規定又は前項において準用する第七条

第六項の規定により提出された物件をその提出者に返還しなければならない。

５　労働大臣は、裁決をしたときは、行政不服審査法第四十二条第四項の規定によるほか、

裁決書の謄本を労働省令で定める利害関係人に送付するものとする。

（審査請求と訴訟との関係）

第十七条　第十五条第一項に規定する処分の取消しの訴えは、当該処分についての審査請



求に対する裁決を経た後でなければ、提起することができない。

（管理一と決定された被災労働者等の作業の転換）

第十八条　使用者は、次の各号に掲げる被災労働者について、当該各号に掲げる期間は、

火薬、電気等を取り扱う作業、重量物を取り扱う作業その他労働省令で定める危険又

は過重な作業以外の作業に常時従事させるように努めなければならない。ただし、当

該危険又は過重な作業が二人以上の者により行なわれるものである場合において、被

災労働者が補助作業を行なうときは、この限りでない。

一　第五条第一項の健康診断（これに係る同条第八項の健康診断を含む。以下第二十

一条第一項第一号及び第二号において同じ。）の結果を基礎として第七条第一項の規

定により健康管理の区分が管理一と決定された被災労働者　決定があつた日から一

酸化炭素中毒症にかかることなく二年を経過するまでの間

二　第十二条第一項の認定を受けた被災労働者　認定があつた日から一酸化炭素中毒

症によりその正常な心身の機能がそこなわれることなく二年を経過するまでの間

２　前項に規定する危険又は過重な作業の種類及び範囲は、労働省令で定める。

３　第七条第四項の規定は、前項の労働省令を定める場合に準用する。

４　都道府県労働基準局長は、第一項の場合において、被災労働者が、管理一の決定があ

り又は第十二条第一項の認定があつた後に第一項に規定する危険又は過重な作業に従

事しているときは、使用者に対して、その者を当該危険又は過重な作業以外の作業に

常時従事させるべきことを勧告することができる。

５　使用者は、前項の勧告に係る被災労働者を当該危険又は過重な作業に従事させなくな

つたときは、遅滞なく、労働省令で定めるところにより、その旨を都道府県労働基準

局長に通知しなければならない。

（管理一と決定された被災労働者等の作業転換後の賃金）

第十九条　使用者は、前条第一項の規定により被災労働者を同項に規定する危険又は過重

な作業以外の作業に常時従事させることとなつたときは、当該被災労働者に対して、

労働省令で定めるところにより、当該作業の転換前（同項第二号の被災労働者にあつ

ては、最初の管理二の決定前）にその者に支払つていた賃金の額（同項第二号の被災

労働者にあつては、当該管理二の決定があつた後同項に規定する作業に従事させるこ

ととなつたときまでの間に当該決定前における同一の事業場に属する同種の労働者の

賃金が上昇し又は低下したときは、当該決定前に当該被災労働者に支払われていた賃

金の額にその上昇した額を加え、又はその低下した額を減じた額）以上の賃金を支払

わなければならない。

２　次の各号に掲げる賃金は、前項の規定により使用者が支払わなければならないことと

される賃金に算入しない。

一　一月をこえない期間ごとに支払われる賃金以外の賃金で労働省令で定めるもの

二　通常の労働時間又は労働日の賃金以外の賃金で労働省令で定めるもの



３　第一項の作業転換前の賃金の額は、労働省令で定めるところにより計算するものとす

する。

４　第一項の規定は、被災労働者がその都合により所定労働時間若しくは所定労働日の労

働をしなかつた場合又は使用者が正当な理由により被災労働者に所定労働時間若しく

は所定労働日の労働をさせなかつた場合において、労働しなかつた時間又は日に対応

する限度で賃金を支払わないことを妨げるものではない。

（管理二と決定された被災労働者の作業の転換等）

第二十条　使用者は、第七条第一項の規定により健康管理の区分が管理二と決定された被

災労働者（第十二条第一項の認定を受けた者を除く。）であつて就業するものに対して、

当該被災労働者の作業の能力に適応した作業に常時従事させるように努めなければな

らない。

２　使用者は、前項の被災労働者の賃金を定めるに当たつては、その者の生活の安定に関

して配慮するように努めなければならない。

（解雇制限）

第二十一条　使用者は、労働基準法第十九条第一項本文の規定に該当する場合を除くほか、

次の各号に掲げる被災労働者については、当該各号に掲げる期間は、これを解雇して

はならない。ただし、第一号の被災労働者については、その者が正当な理由がなく第

五条第一項の健康参断を受けないときは、この限りでない。

一　第五条第一項の健康診断の結果を基礎として第七条第一項の規定により健康管理

の区分の決定があるまでの被災労働者　被災労働者になつた日から当該決定のある

までの間

二　第五条第一項の健康診断の結果を基礎として第七条第一項の規定により健康管理

の区分が管理一と決定された被災労働者又は第十二条第一項の認定を受けた被災労

働者　決定があつた日から一酸化炭素中毒症にかかることなく二年を経過し、又は

認定があつた日から一酸化炭素中毒症によりその正常な心身の機能がそこなわれる

ことなく二年を経過するまでの間

三　第七条第一項の規定により健康管理の区分が管理二と決定された被災労働者（前

号に該当する者を除く。）決定があつた日から一定の年齢に達するまでの間

２　労働基準法第十九条第一項ただし書及び第二項の規定は、前項の場合に準用する。

３　第一項第三号の一定の年齢は、次の各号に定めるところによる。

一　当該被災労働者に係る労働協約（使用者と炭鉱労働者が締結した協定を含む。）、

就業規則又は労働契約に定年についての定めがあるときは、一酸化炭素中毒症にか

かつた時においてその被災労働者が従事していた作業の種別に係るその年齢

二　前号の規定によることができない場合において、当該事業場に同号の定めに相当

する慣行があるときは、一酸化炭素中毒症にかかつた時において当該被災労働者が

従事していた作業の種別に係るその慣行による年齢



三　前二号の規定によることができないときは、同種又は類似の事業における一酸化

炭素中毒症にかかつた時の当該被災労働者と同種又は類似の作業に従事する労働者

に係る労働協約（事業主と労働者が締結した協定を含む。）若しくは就業規則又は慣

行による定年又はこれに相当する年齢を参酌して都道府県労働基準局長が当該使用

者の申請により定める年齢

第三章　災害補償の特例

（準障害補償）

第二十二条　使用者は、次の各号に掲げる被災労働者に対して、当該各号に掲げる期間中

一日につき労働基準法第十二条に規定する平均賃金の百分の四十に相当する額（第二

号の被災労働者にあつては、その者が次条第一項の障害補償を受ける者であるときは、

当該障害補償の額を控除した額）の準障害補償を行なわなければならない。

一　労働基準法第七十五条の規定により一酸化炭素中毒症に係る療養補償を受けるべ

き被災労働者　療養補償に係る期間

二　国、地方公共団体、労働福祉事業団、使用者その他政令で定める者の行なう身体

機能若しくは労働能力の回復又は生活環境若しくは作業環境への適応のための訓練

を受ける被災労働者　訓練を受けている期間（前号の期間に該当する部分を除く。）

２　前項の規定により準障害補償を行なつている被災労働者と同一の事業場における同種

の労働者に対して所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の、各年の一月

から三月まで、四月から六月まで、七月から九月まで及び十月から十二月までの各区

分による期間（以下「四半期」という。）ごとの一月一人当たり平均額（常時百人未満

の炭鉱労働者を使用する事業場については、労働省において作成する毎月勤労統計に

おける当該事業場の属する産業に係る毎月きまつて支給する給与の四半期の労働者一

人当たりの一月平均額。以下「平均給与額」という。）が、当該被災労働者が一酸化炭

素中毒症にかかつた日の属する四半期における平均給与額の百分の百十をこえ、又は

百分の九十を下るに至つた場合においては、使用者は、その上昇し又は低下した比率

に応じて、その上昇し又は低下するに至つた四半期の次の次の四半期において、前項

の規定により当該被災労働者に対して行なつている準障害補償の額を改定し、その改

定をした四半期に属する最初の月から改定された額により準障害補償を行なわなけれ

ばならない。改定後の準障害補償の額の改定についてもこれに準ずる。

３　前項の規定によることができない場合における改定の方法その他同項の規定による改

定について必要な事項は、労働省令で定める。

４　前三項の規定による準障害補償の額が政令で定める額に満たないときは、その額は、

当該政令で定める額とする。

（障害補償）

第二十三条　労働基準法第七十五条の規定により一酸化炭素中毒症に係る療養補償を受け

るべき被災労働者が一酸化炭素中毒症がなおつたとき身体に障害が存する場合におい



ては、使用者は、その障害の程度に応じて、次の表に定める額の障害補償を行なわな

ければならない。

障 害 等 級 障 害 補 償

第一級から第三級まで
当該障害の存する期間一年につき、労働基
準法第十二条に規定する平均賃金の

三六〇日分

第四級から第六級まで 同 三〇〇日分
第七級から第九級まで 同 二四〇日分
第十級から第十二級まで 同 一八〇日分
第十三級から第十四級 同 一二〇日分

備考　この表における障害等級の区分は、労働基準法別表第一の等級区分によるもの

とする。

２　前条第二項から第四項までの規定は、前項の障害補償に準用する。

３　第一項の障害補償を受ける被災労働者の当該障害の程度に変更があつた場合における

措置については、労働省令で定める。

４　第七条第四項の規定は、前項の労働省令を定める場合に準用する。

（介護補償）

第二十四条　使用者は、労働省令で定めるところにより、一酸化炭素中毒症又はこれに基

づく障害により常時介護を要する被災労働者に対して、月額五千円から一万円までの

範囲内における額の介護補償を行なわなければならない。

２　第七条第四項の規定は、前項の労働省令を定める場合に準用する。

（労働基準法の準用等）

第二十五条　労働基準法第七十八条の規定はこの法律による準障害補償及び障害補償に、

同法第八十三条から第八十七条まで、第百四条、第百五条の二、第百六条第一項、第

百十条及び第百十五条の規定はこの法律による準障害補償、障害補償及び介護補償に、

それぞれ準用する。この場合において、同法第八十四条第一項中「この法律に」とあ

るのは「炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法（昭和四十二年法律第

　号）に」と、「労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）」とあるのは

「労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）及び炭鉱労働者の一酸化炭素

中毒症に関する特別措置法」と、「この法律の」とあるのは「炭鉱労働者の一酸化炭素

中毒症に関する特別措置法の」と、同法第八十四条第二項、第百四条第一項、第百五

条の二、第百六条第一項、第百十条及び第百十五条中「この法律」とあるのは「炭鉱

労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法」と読み替えるものとする。

２　この法律の規定による一酸化炭素中毒症に係る災害補償については、労働基準法第七

十七条、第八十一条及び第八十二条の規定は、適用しない。

（労働者災害補償保険法の適用等）

第二十六条　労働者災害補償保険法（昭和二十二年法律第五十号）の規定に基づく保険関

係の成立している事業の炭鉱労働者について第二十二条から第二十四条までに規定す

る災害補償の事由が生じた場合には、当該労働者に対し、労働者災害補償保険法によ



る保険給付として準障害補償給付、障害補償給付及び介護補償給付を行なうものとし、

これらの保険給付については、同法（第十二条第一項及び第三項、第十五条、第十五

条の二、第十八条、第十九条の三、第三十四条の三第二項並びに第四十二条第一項を

除く。）の規定を適用する。この場合において、同法第十二条第二項中「前項の保険給

付（長期傷病補償給付を除く。）は、労働基準法第七十五条から第七十七条まで、第七

十九条及び第八十条」とあるのは「炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置

法（昭和四十二年法律第　　　号）第二十六条第一項の規定による保険給付は、同法

第二十二条から第二十四条まで」と、同法第十二条の五第一項中「この法律」とある

のは「炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法」と、同法第三十四条の三

第一項中「第三章」とあるのは「炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法

第三章」と読み替えるものとする。

２　前項に規定する準障害補償給付、障害補償給付及び介護補償給付の内容は、第二十二

条から第二十五条までの規定の例により定めるものとする。この場合において、第二

十二条第一項及び第二十三条第一項中「労働基準法第十二条に規定する平均賃金」と

あるのは「給付基礎日額」と読み替えるものとする。

３　この法律の規定による一酸化炭素中毒症に係る保険給付については、労働者災害補償

保険法第十二条第一項第三号及び第六号並びに第三項、第十五条、第十五条の二、第

十八条、第十九条の三並びに第三十四条の三第二項の規定は、適用しない。

４　労働者災害補償保険法第十九条の規定は、療養を開始した日若しくは死亡した日又は

労働省令で定めるところにより、負傷、疾病若しくは障害の程度を増進させ、若しく

はその回復を妨げたと認められる日から三年を経過した後のこの法律の規定による一

酸化炭素中毒症に係る保険給付については、適用しない。

５　第一項に規定する準障害補償給付、障害補償給付及び介護補償給付を受ける権利は、

五年を経過したときは、時効によつて消滅する。

（省令への委任）

第二十七条　この章に規定するもののほか、災害補償に関し必要な事項は、労働省令で定

める。

第四章　一酸化炭素中毒症医療対策審議会

（設置）

第二十八条　労働省に、一酸化炭素中毒症医療対策審議会（以下「審議会」という。）を

置く。

（権限）

第二十九条　審議会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議す

るほか、労働大臣の諮問に応じて、一酸化炭素中毒症に関する予防、健康管理、一酸

化炭素中毒症に係る障害等級の区分その他に関する重要事項について調査審議し、及

びこれらに関し必要と認める事項を関係行政機関に建議することができる。



２　第七条第四項（第十二条第三項及び第二十四条第二項において準用する場合を含

む。）に規定する事項の調査審議には、次条第二項に規定する学識経験のある者のうち

から任命された委員のみが参与する。

（組織）

第三十条　審議会は、十五人以内の委員をもつて組織する。

２　委員は、炭鉱労働者を代表する者、使用者を代表する者及び精神医学又は神経医学に

関し学識経験のある者のうちから、労働大臣が任命する。

３　委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（労働省令への委任）

第三十一条　この章に規定するもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

労働省令で定める。

第五章　施設の整備等

（身体機能回復施設等）

第三十二条　政府は、被災労働者の福祉の増進を図るため、これらの者の身体機能若しく

は労働能力の回復を図り、又は生活環境若しくは作業環境への適応を図るための施設

及び就労の機会を与えるための施設の整備、職業紹介、職業訓練その他に関し適切な

措置を講ずるように努めなければならない。

（財政的援助）

第三十三条　政府は、地方公共団体、労働福祉事業団、使用者その他の者が行なう前条の

施設の整備に関して、必要な財政的援助を行なうように努めなければならない。

第六章　雑則

（一酸化炭素中毒症診査医）

第三十四条　この法律の規定による一酸化炭素中毒症の診断又は審査及びこれらに関する

事務を行なわせるため、労働省に中央一酸化炭素中毒症診査医を、政令で定める都道

府県労働基準局に地方一酸化炭素中毒症診査医を置く。

２　中央一酸化炭素中毒症診査医及び地方一酸化炭素中毒症診査医（以下次項において

「一酸化炭素中毒症診査医」という。）は、一酸化炭素中毒症に関し相当の学識経験を

有する医師のうちから、労働大臣が任命する。

３　一酸化炭素中毒症診査医は、非常勤とすることができる。

（労働基準監督署長及び労働基準監督官）

第三十五条　労働基準監督署長及び労働基準監督官は、労働省令で定めるところにより、

この法律の施行に関する事務をつかさどる。

（労働基準監督官の権限）

第三十六条　労働基準監督官は、この法律を施行するため必要な限度において、使用者の

事業場に立ち入り、関係者に質問し、帳簿書類を検査し、又は一酸化炭素の測定を行

なうことができる。



２　前項の規定により立入検査をする労働基準監督官は、その身分を示す証票を携帯し、

関係者に提示しなければならない。

３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。

第三十七条　労働基準監督官は、この法律の規定に違反する罪について、刑事訴訟法（昭

和二十三年法律第百三十一号）の規定による司法警察員の職務を行なう。

（報告）

第三十八条　労働大臣、都道府県労働基準局長及び労働基準監督署長は、この法律の目的

を達成するため必要な限度において、労働省令で定めるところにより、使用者に、一

酸化炭素中毒症に関する予防及び健康管理に関する事項を報告させることができる。

第七章　罰則

第三十九条　第二十一条から第二十四条まで又は第二十五条第一項において準用する労働

基準法第百四条第二項の規定に違反した者は、六月以下の懲役又は五千円以下の罰金

に処する。

第四十条　次の各号の一に該当する者は、五千円以下の罰金に処する。

一　第四条、第五条第一項若しくは第二項、第六条、第七条第六項、第八条第二項

（第十条二項及び第十二条第三項において準用する場合を含む。）、第十四条又は第

十九条第一項の規定に違反した者

二　第七条第五項の規定による命令に違反した者

三　第二十五条第一項において準用する労働基準法第百六条第一項の規定に違反した

者

四　第三十六条第一項の規定による質問に対して虚偽の陳述をし、又は検査若しくは

測定拒み、妨げ、若しくは忌避した者

五　第三十八条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者

第四十一条　前条の違反行為をした者が、法人又は人のために行為した法人の代表者又は

法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者であるときは、その法人又は人に対

しても同条の刑を科する。

附　則

（施行期日）

第一条　この法律は、公布の日から起算して九十日を経過した日から施行する。

（経過措置）

第二条　この法律の施行前に、石炭鉱業を行なう事業場において第二条第三項の事由によ

り一酸化炭素が発生した際業務上の必要によりその発生に係る場所におり、又はその

後業務上の必要により当該場所に立ち入つた炭鉱労働者であつて労働省令で定めるも

の（以下「附則第二条の被災労働者」という。）が、この法律の施行の際現に当該場所

に係る事業に使用されているときは、使用者は、当該労働者に対して、この法律の施



行後、遅滞なく、第五条第三項の健康診断を行なわなければならない。ただし、当該

労働者が、この法律の施行の日前において、当該場所にいた日又は立ち入つた日から

一酸化炭素中毒症にかかることなく二年を経過した者であるときは、この限りでない。

２　使用者は、前項の規定にかかわらず、この法律の施行の日前三月以内に附則第二条の

被災労働者について第五条第三項の健康診断に相当する健康診断を行なつたときは、

その限度において、前項の健康診断を行なわなくてもよく、また、附則第二条の被災

労働者がこの法律の施行の日において一酸化炭素中毒症に係る療養を受けているとき

は、同項の健康診断を行なわなくてもよい。この場合においては、使用者は、この法

律の施行後、遅滞なく、当該被災労働者について、第五条第三項の健康診断に相当す

る健康診断の結果を証明する書面又はその者が一酸化炭素中毒症にかかつていること

を証明する医師の診断書、第二条第三項に該当することを証明する書面その他労働省

令で定める物件を都道府県労働基準局長に堤出しなければならない。

３　第五条第八項の規定は第一項の規定により健康診断を行なう場合に、同条第九項、第

六条及び第七条の規定並びに第四十条及び第四十一条中これらの規定に係る部分の規

定は第一項の規定により健康診断を行なつた場合に、第七条の規定並びに第四十条及

び第四十一条中第七条の規定に係る部分の規定は前項の規定により物件を提出した場

合に、それぞれ準用する。

４　第一項又は第二項後段の規定に違反した者は、五千円以下の罰金に処する。

５　前項の違反行為をした者が、法人又は人のために行為した法人の代表者又は法人若し

くは人の代理人、使用人その他の従業者であるときは、その法人又は人に対しても同

項の刑を科する。

６　第三項において準用する第七条第一項又は第二項の決定又は認定は、第五条第一項の

健康診断の結果を基礎とする第七条第一項又は第二項の決定又は認定とみなす。

７　附則第二条の被災労働者に対する次の表の上欄に掲げる規定の適用については、これ

らの規定中の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。

規 定 読み替えられる字句 読み替える字句

第八条第一項 第六条
附則第二条第三項において準用す
る第六条

第十四条 第五条第八項
附則第二条第三項において準用す
る第五条第八項

第十八条第一項第一号 決定があつた日
附則第二条第一項に規定する場所
にいた日又は立ち入った日

第二十一条第一項各号
列記以外の部分

第五条第一項 附則第二条第一項



第五条第一項の健康
診断の結果

附則第二条第一項の健康診断（附
則第二条第三項において準用する
第五条第八項の健康診断を含
む。）の結果又は附則第二条第二
項の規定により提出した物件

第七条第一項
附則第二条第三項において準用す
る第七条第一項

被災労働者になつた
日

この法律の施行の日
第二十一条第一項第一
号

当該決定のあるまで
の間

当該決定のあるまでの間（この法
律の施行後当該決定のあるまでの
間に、当該場所にいた日又は立ち
入った日から一酸化炭素中毒症に
かかることなく二年を経過すると
きは、その経過するまでの間）

被災労働者又は第十
二条第一項の認定を
受けた被災労働者

附則第二条の被災労働者

第二十一条第一項第二
号

決定があつた日から
一酸化炭素中毒症に
かかることなく二年
を経過し、又は認定
があつた日から一酸
化炭素中毒症により
その正常な心身の機
能がそこなわれるこ
となく二年を経過す
るまでの間

当該場所にいた日又は立ち入った
日から一酸化炭素中毒症にかかる
ことなく二年を経過する日までの
間（当該場所にいた日又は立ち入
った日から当該決定があるまでの
間を除く。）

第三条　この法律の施行の際現に附則第二条第一項に規定する事業に使用されていない附

則第二条の被災労働者（附則第二条第一項ただし書に該当する者を除く。）は、この法

律の施行の日から二月以内に、第二条第三項に該当することを証明する書面を添えて、

都道府県労働基準局長に、一酸化炭素中毒症に関する健康診断を行なうべきこと及び

第七条第一項の決定をすべきことを申請することができる。

２　前項の申請があつたときは、都道府県労働基準局長は、同項の健康診断を行ない、第

三十四条第一項の地方一酸化炭素中毒症診査医の診断又は審査により、第七条第一項

又は第二項の決定又は認定をし、当該申請者及び当該一酸化炭素中毒症に係る使用者

にその旨を通知しなければならない。

３　前二項に規定するもののほか、第一項の申請並びに前項の健康診断、決定及び認定に

関し必要な事項は、労働省令で定める。

４　第二項の健康参断に要する経費は、国の負担とする。

５　第二項の規定による第七条第一項又は第二項の決定又は認定は、第五条第一項の健康

診断の結果を基礎とする第七条第一項又は第二項の決定又は認定とみなす。

第四条　この法律の施行前に災害補償事由の生じた労働基準法による一酸化炭素中毒症に



係る障害補償若しくは打切補償又は労働者災害補償保険法による一酸化炭素中毒症に

係る障害補償給付若しくは長期傷病補償給付のうちこの法律の施行前に係る部分に関

しては、なお従前の例による。

２　前項に規定する災害補償に関する罰則の適用については、なお従前の例による。

第五条　この法律の施行の際現に一酸化炭素中毒症について、労働基準法第七十五条の規

定による療養補償を受け、又は労働者災害補償保険法による療養補償給付を受けてい

る附則第二条の被災労働者に対するこの法律の規定の適用については、その者は、こ

の法律の施行の日に、当該疾病にかかつたものとみなす。

第六条　第三章の規定は、この法律の施行の際現に一酸化炭素中毒症について、労働者災

害補償保険法の規定により障害補償年金又は長期傷病補償給付を受けている附則第二

条の被災労働者についても適用があるものとし、この法律の施行の日から、第三章及

び労働者災害補償保険法の規定により療養補償給付、休業補償給付、準障害補償給付、

障害保障給付又は介護補償給付を行なう。

２　前項の場合における第三章の規定の適用については、障害補償年金の給付又は長期傷

病補償給付の決定をした際に、労働基準法第七十五条の療養補償を行なつていた使用

者又は労働者災害補償保険法の適用を受ける炭鉱労働者について労働基準法第七十五

条の療養補償を行なうべきこととされていた使用者を、第三章及び労働基準法の規定

により療養補償、休業補償、準障害補償、傷害補償又は介護補償を行なうべき使用者

とみなす。

３　この法律の施行前に、労働基準法第七十七条の規定により障害補償を受け、又は労働

者災害補償保険法の規定により障害補償一時金を受けた附則第二条の被災労働者に対

しては、政府は、政令で定めるところにより、この法律の施行の日から、第三章の規

定により障害補償又は介護補償に相当する給付を行なう。ただし、障害補償に相当す

る給付については、その額は、その者の障害等級に応ずる第二十三条に規定する障害

補償の額から、その者がすでに受けた障害補償又は障害補償一時金の額に相当する金

額の範囲内において政令で定める額を減じた額とする。

第七条　一酸化炭素中毒症についてすでに労働基準法第八十一条の打切補償を受けた附則

第二条の被災労働者に対しては、政府は、政令で定めるところにより、第三章及び同

法の療養補償、休業補償、準障害補償、障害補償又は介護補償に相当する給付を行な

う。ただし、休業補償又は障害補償に相当する給付については、それぞれの額は、当

該打切補償の額に相当する金額の範囲内において政令で定める額を減じた額とする。

（労働者災害補償保険法の一部改正）

第八条　労働者災害補償保険法の一部を次のように改正する。

第三十四条の二中「費用」の下に「（次条に規定するものを除く。）」を加え、第四章

中同条の次に次の一条を加える。

第三十四条の二の二　国庫は、政令で定める算定基準に従い、次に掲げる保険給付に



要する費用について、その二分の一を負担する。

一　この法律及び炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法（昭和四十二年

法律第　　　号）の規定により支給する療養補償給付及び休業補償給付（療養を開

始した日から三年を経過した後の期間に係るものに限る。以下第三十四条の四の二

及び第三十四条の五において同じ。）

二　この法律及び炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法の規定により支

給する準障害補償給付及び介護補償給付

三　この法律及び炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法の規定により支

給する障害補償給付（労働基準法第七十七条の規定による障害補償を受けるとし

た場合の当該補償の額に相当する部分をこえる部分に限る。以下第三十四条の四

の二及び第三十四条の五において同じ。）

第三十四条の四の次に次の一条を加える。

第三十四条の四の二　政府は、この法律及び炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する

特別措置法の規定により療養補償給付及び休業補償給付、準障害補償給付、障害補

償給付又は介護補償給付を行なうこととなつた場合には、労働省令で定める期間、

当該保険加入者から、第二十四条に規定する保険料のほか、労働省令で定めるとこ

ろにより、これらの保険給付に要する費用の二分の一に相当する額の特別保険料を

徴収する。

第三十四条の五中「又は」を「若しくは」に改め、「行なうこととなつた場合」の下

に「又はこの法律及び炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法の規定によ

る療養補償給付及び休業補償給付、準障害補償給付、障害補償給付若しくは介護補償

給付を行なうこととなつた場合」を加え、「前条」を「前二条」に改める。

第三十四条の六中「第三十四条の三第一項又は第二項」を「第三十四条の三第一項若

しくは第二項又はこの法律及び炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法」

に改め、「前に第三十四条の四」の下に「又は第三十四条の四の二」を、「又は第三十

四条の四」の下に「若しくは第三十四条の四の二」を加える。

（労働者災害補償保険特別会計法の一部改正）

第九条　労働者災害補償保険特別会計法（昭和二十二年法律第五十一号）の一部を次のよ

うに改正する。

第一条中「労働者災害補償保険事業」の下に「（炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関

する特別措置法（昭和四十二年法律第　　　号）の規定により保険給付とされたもの

に関する事業を含む。）」を加える。

（労働省設置法の一部改正）

第十条　労働省設置法（昭和二十四年法律第百六十二号）の一部を次のように改正する。

第四条中第三十二号の九を第三十二号の十とし、第三十二号の三から第三十二号の八

までを一号ずつ繰り下げ、第三十二号の二の次に次の一号を加える。



三十二の三　炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法（昭和四十二年法律

第　　　号）に基づいて、被災労働者の健康管理の区分の決定、回復等の認定、健

康管理手帳の交付及び作業の転換の勧告をすること。

第八条第一項中第六号の四を第六号の五とし、第六号の三の次に次の一号を加える。

六の四　一酸化炭素中毒症に関する炭鉱労働者の健康管理の区分等の決定に関するこ

と。

第八条第一項第十一号中「じん肺法」の下に「、炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関

する特別措置法」を加え、同条第二項中「第六号の三」の下に「、第六号の四」を、

「じん肺法」の下に「、炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法」を加え、

同条第三項中「労働者災害補償保険法」の下に「、炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に

関する特別措置法」を加え、同条第四項中「第六号の四」を「第六号の五」に改める。

第十三条第一項の表中
「 じん肺審議会 じん肺に関する重要事項を調査審議すること。 」
を
「 じん肺審議会
一酸化炭素中毒症
医療対策審議会

じん肺に関する重要事項を調査審議すること。
一酸化炭素中毒症に関する重要事項を調査審議すること。

」
に改める。

第十五条第一項及び第十七条第一項中「じん肺法（これに基づく命令を含む。）」の下

に「、炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する特別措置法（これに基づく命令を含

む。）」を加える。

（労働福祉事業団法の一部改正）

第十一条　労働福社事業団法（昭和三十二年法律第百二十六号）の一部を次のように改正

する。

第十九条第二項中「前項」を「前二項」に、「同項第一号」を「第一項第一号及び前

項第一号」に改め、同項を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。

２　事業団は、前項に規定する業務のほか、一酸化炭素中毒症にかかつた労働者の福祉を

増進するため、次の業務を行なう。

一　一酸化炭素中毒症にかかつた労働者に対する身体機能若しくは労働能力の回復又

は生活環境若しくは作業環境への適応のための訓練に必要な施設の設置及び運営を

行なうこと。

二　前号に掲げる業務に附帯する業務を行なうこと。

第二十七条中「第十九条第一項第一号」の下に「及び第二項第一号」を加える。



理　由

炭鉱労働者の一酸化炭素中毒症に関する予防及び健康管理を充実するため、一酸化炭

素中毒症に関する健康診断、被災労働者の健康管理の区分等を行なうこととするほか、被

災労働者の福祉の増進を図るため、作業の転換及び前収保障を実施し、解雇制限を拡大す

ることとし、また、一酸化炭素中毒症にかかつた炭鉱労働者の災害補償を充分なものとす

るために、準障害補償、障害補償、介護補償等の労働基準法及び労働者災害補償保険法に

よる災害補償の特例を設ける必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。



この法律施行に要する経費

この法律施行に要する経費は、約三千万円の見込みである。


